
福岡県漁業信用基金協会 

Ⅰ 法人の概要（平成 24 年 4 月 1 日現在） 

1 所 在 地    福岡市中央区舞鶴 2 丁目 4番 19 号 

2 設 立 年 月 日    昭和 29 年 2 月 24 日 

3 代 表 者    理事長職務代行者 半田 亮司  

4 純 資 産    1,375,649 千円 

5 北九州市の出捐金    9,800 千円（出捐の割合 0.9％） 

6 役 職 員 数    ・役員数    11 人 

うち常勤   0 人（うち北九州市からの派遣職員 0 人） 

うち非常勤 11 人 

・職員数     5 人（うち北九州市からの派遣職員 0人） 

Ⅱ 平成 23 年度事業実績

1 事業の概要 

⑴ 当協会を取り巻く諸情勢 

我が国及び本県の水産業を取り巻く情勢は、漁業生産量の減少、魚価安、燃油や資材価格の高騰

等に加え、漁業就業者の減少や高齢化の進行等、依然として厳しい状況が続いている中で、本年度

から漁船や設備等の更新の低迷に対し、積極的な設備投資等の環境整備のため、漁業経営の安定的

継続に必要な資金の円滑な融通を推進する観点から、保証人不要、担保は漁業関係資産に限定した

融資に係る保証を積極的に引き受けるための施策として「無保証人型漁業融資促進事業」が実施さ

れた。 

本県においては、比較的堅調に推移している一部の漁業部門を除くと、全体的には依然として大

変厳しい漁業情勢が続いており、当協会における保証状況も近年は減少傾向にあったが、21 年度か

ら実施された「漁業緊急保証対策事業」に係る保証申込が好調だったため、昨年度から保証残高も

増加に転じ、本年度も金融公庫資金に係る償還額が従来に比べて大幅に減少したため、保証残高は

若干増加した。 

⑵ 本年度の主要な事業活動の内容及び成果 

① 会員数及び出資金について 

会員数は、漁協及び個人会員の脱退により 2会員減少して 111 会員となった。出資金について

は、会員の脱退等に伴う減資により、年度末の出資金残高は 750 千円減少して 1,033,600 千円と

なった。 

② 保証業務について 

本年度は、｢近代化資金｣及び事業資金等としての「その他一般資金」とも保証引受は昨年度に

比べると若干減少したが、金融公庫資金に係る償還額が大幅に減少したため、保証額が弁済額を

上回り、全体の保証残高は前年比 58,918 千円増の 3,085,387 千円となった。資金別の内訳は近代

化資金 1,966,158 千円、金融公庫資金 311,028 千円、その他一般資金 808,201 千円となった。 

③ 求償権について 

1 件 60,000 千円の代位弁済を行った。 



また、求償債務者から 3,582 千円を回収するとともに、288,535 千円の償却を行った結果、本

年度末の求償権残高は 1,640,750 千円となった。 

④ 収支について 

経常収益は保証料や有価証券利息等が増加したものの、経常費用も代位弁済の実施に伴う求償

権償却引当金の繰入や事業管理費の増加等により大幅に増加したため、経常利益金は前年比

8,438 千円減の 2,163 千円となった。 

また、特別利益（投資有価証券売却益）9,461 千円を得たが、特別損失（固定資産の売却損及

び評価損）10,000 千円を計上したため、当期利益金は前年比 15,045 千円減の 1,624 千円となっ

た。 

⑶ 今後の事業方針 

本県の水産業を取り巻く環境は、依然として厳しい状況が続くことが懸念される中、当協会は、

平成 22 年 3 月に策定した「中期経営計画」に則り、今後とも健全経営の堅持に努めていくととも

に、地域漁業の発展に寄与すべき公的保証機関としての役割を十分に発揮する。 

なお、今後の主な事業方針は次のとおりである。 

① 漁業者等の経営安定を図るため、行政機関や信漁連等融資機関との連携を図りながら、適正な

債務保証の推進に努める。 

② 関係漁協・信漁連等の協力を得ながら、適切な代位弁済の実行、求償権の回収及び求償権の償

却に努める。 

③ 余裕金の効率的な運用及び事業管理費等の節減を図りながら、健全な経常収支の堅持に努める。 

Ⅲ 平成 23 年度決算

1 貸借対照表 

                                    平成24年3月31日現在(単位：円)

科   目 金 額 科   目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

Ⅰ 流 動 資 産 279,332,447 Ⅰ 流 動 負 債 691,903,541

現 金 及 び 預 金 256,117,492 短 期 借 入 金 200,000,000

有 価 証 券 0 1年以内返済予定長期借入金 477,100,000

未 収 保 険 金 0 受 入 預 託 金 0

前 払 費 用 3,960,684 前 受 収 益 8,102,757

未 収 収 益 11,924,154 未 払 費 用 2,212,181

短 期 貸 付 金 0 賞 与 引 当 金 1,571,332

そ の 他 流 動 資 産 7,330,117 そ の 他 流 動 負 債 2,917,271

貸 倒 引 当 金 0

Ⅱ 固 定 負 債 1,288,388,377

Ⅱ 固 定 資 産 3,089,506,691 長 期 借 入 金 189,300,000

1 有形固定資産 48,809,840 納 付 準 備 金 1,087,439,916

建 物 及 び 構 築 物 26,123,262 引 当 金 4,608,394

減 価 償 却 累 計 額 ▲ 10,121,578 債 務 保 証 損 失 引 当 金 124,494

計 16,001,684 退 職 給 付 引 当 金 4,483,900

車 両 運 搬 具 0 特 別 準 備 金 7,040,067

減 価 償 却 累 計 額 0 そ の 他 固 定 負 債 0

計 0

工 具 器 具 備 品 5,730,318 Ⅲ 特別法上の準備金 12,897,768

減 価 償 却 累 計 額 ▲ 5,730,290 保 証 責 任 準 備 金 12,897,768

計 28

土 地 32,808,128 Ⅳ 保 証 債 務 3,085,387,254



建 物 仮 勘 定 0

2 無形固定資産 174,000 負 債 合 計 5,078,576,940

ソ フ ト ウ ェ ア 0

電 話 加 入 権 174,000

そ の 他 無 形 固 定 資 産 0

3 投資その他資産 3,040,522,851 （ 純 資 産 の 部 ） 

長 期 預 金 0 出 資 金 1,033,600,000

投 資 有 価 証 券 1,900,707,648 交 付 金 11,983,000

外 部 出 資 金 42,091,818 繰 入 金 278,863,014

差 入 保 証 金 0 準 備 金 37,196,439

長 期 前 払 費 用 0 （ 繰 越 欠 損 金 ）

長 期 貸 付 金 0 繰 越 利 益 金 0

求 償 権 1,640,750,960 （ 繰 越 欠 損 金 ）

求 償 権 償 却 引 当 金 ▲ 543,027,575 当 期 利 益 金 1,623,999

計 1,097,723,385 （ 又 は 当 期 損 失 金 ）

そ の 他 資 産 0 その他有価証券評価差額金 12,383,000

貸 倒 引 当 金 0

純 資 産 合 計 1,375,649,452

Ⅲ 保 証 債 務 見 返 3,085,387,254

資 産 合 計 6,454,226,392 負 債 及 び 純 資 産 合 計 6,454,226,392

2 損益計算書                           自 平成23年 4月 1日 

                                   至 平成24年 3月31日(単位：円)

費   用   の   部 収   益   の   部 

科   目 金 額 科   目 金 額 

（経常損益の部）  （経常損益の部）  

Ⅰ 事 業 直 接 費 Ⅰ 事 業 収 入

保 険 料 7,192,305 保 証 料 20,978,893

保 険 金 等 返 還 金 0 違 約 金 0

納 付 準 備 金 42,000,000 受 取 保 険 金 42,000,000

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ） 0 受 取 奨 励 金 51,000

信 用 調 査 費 0 回 収 金 払 戻 金 0

事 業 推 進 費 0

業 務 委 託 費 0

債 権 管 理 費 110,526

（事業直接費小計） 49,302,831 （事業収入小計） 63,029,893

Ⅱ 財 務 費 用 Ⅱ 財 務 収 益

支 払 利 息 338,632 受 取 利 息 541,852

有 価 証 券 売 却 損 0 有 価 証 券 利 息 36,550,969

有 価 証 券 売 却 益 0

受 取 配 当 金 792,000

そ の 他 の 財 務 収 益 0

（財務費用小計） 338,632 （財務収益小計） 37,884,821

Ⅲ 事 業 管 理 費

役 員 報 酬 9,263,000

給 与 手 当 18,667,020

法 定 福 利 費 4,466,077

厚 生 費 66,072

賞 与 引 当 金 繰 入 1,571,332

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 1,328,975

旅 費 交 通 費 1,432,301

事 務 費 784,216

会 議 費 666,637

交 際 費 186,185

広 報 費 0

租 税 公 課 3,503,681



施 設 費 2,176,662

減 価 償 却 費 747,149

雑 費 1,093,431

（事業管理費小計） 45,952,738

Ⅳ そ の 他 費 用 Ⅲ そ の 他 収 益

保 証 責 任 準 備 金 53,598 利 子 補 給 金 0

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ） 受 取 助 成 金 7,471,250

求 償 権 償 却 引 当 金 ▲ 69,792,535 雑 収 益 1,810

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ）

債 務 保 証 損 失 引 当 金 ▲ 343,590

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ）

特 別 準 備 金 6,363

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ）

求 償 権 償 却 費 80,532,767

貸 倒 引 当 金 0

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ）

支 払 助 成 金 174,000

雑 費 用 0

（その他費用小計） 10,630,603 （その他収益小計） 7,473,060

（経常費用計） 106,224,804 （経常収益計） 108,387,774

経 常 利 益 金 2,162,970

（特別損益の部）  （特別損益の部）  

Ⅴ 特 別 損 失 Ⅳ 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 損 6,815,828 固 定 資 産 売 却 益 0

固 定 資 産 除 却 損 0 償 却 債 権 取 立 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0 投 資 有 価 証 券 売 却 益 9,460,645

有 価 証 券 評 価 損 0 そ の 他 特 別 利 益 0

そ の 他 特 別 損 失 3,183,788

（特別損失小計） 9,999,616 （特別利益小計） 9,460,645

費 用 合 計 116,224,420 収 益 合 計 117,848,419

共 通 費 用 配 賦 額 (            ) 共 通 収 益 配 賦 額 (            )

保 証 平 均 残 高 割 (            )

保 証 件 数 割 (            )

当 期 利 益 金 1,623,999

費 用 及 び 当 期 利 益 金 合 計 117,848,419 収 益 合 計 額 117,848,419

Ⅳ 平成 24 年度事業計画 

1 事業方針 

我が国及び本県の水産業を取り巻く情勢は、漁業生産量の減少、魚価安、燃油や資材価格の高騰等

に加え、漁業就業者の減少や高齢化の進行等、依然として厳しい状況が続いているが、当協会は、平

成 22 年 3 月に策定した「中期経営計画」に則り、今後とも健全経営の堅持に努めるとともに、地域

漁業の発展に寄与すべき公的保証機関としての役割を十分に発揮していく。  

なお、本年度の具体的な事業方針は次のとおりである。 

① 漁業者等の経営安定を図るため、行政機関や信漁連等融資機関との連携を図りながら、適正な債

務保証の推進に努める。 

② 関係漁協・信漁連等の協力を得ながら、適切な代位弁済の実行、求償権の回収及び求償権の償却

に努める。  

③ 余裕金の効率的な運用及び事業管理費等の節減を図りながら、経常収支の改善に努める。 



Ⅴ 平成 24 年度予算 

1 予定損益計算書                        自 平成24年 4月 1日 

                                  至 平成25年 3月31日(単位：千円)

費   用   の   部 収   益   の   部 

科   目 金 額 科   目 金 額 

（経常損益の部）  （経常損益の部）  

Ⅰ 事 業 直 接 費 Ⅰ 事 業 収 入

保 険 料 7,500 保 証 料 21,500

保 険 金 等 返 還 金 0 違 約 金 0

納 付 準 備 金 0 受 取 保 険 金 0

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ） 0 受 取 奨 励 金 70

信 用 調 査 費 0 回 収 金 払 戻 金 0

事 業 推 進 費 0

業 務 委 託 費 0

債 権 管 理 費 200

（事業直接費小計） 7,700 （事業収入小計） 21,570

Ⅱ 財 務 費 用 Ⅱ 財 務 収 益

支 払 利 息 400 受 取 利 息 40

有 価 証 券 売 却 損 0 有 価 証 券 利 息 36,700

有 価 証 券 売 却 益 0

受 取 配 当 金 790

そ の 他 の 財 務 収 益 0

（財務費用小計） 400 （財務収益小計） 37,530

Ⅲ 事 業 管 理 費

役 員 報 酬 8,100

給 与 手 当 20,900

法 定 福 利 費 4,600

厚 生 費 100

賞 与 引 当 金 繰 入 1,600

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 1,100

旅 費 交 通 費 1,500

事 務 費 900

会 議 費 800

交 際 費 200

広 報 費 0

租 税 公 課 3,700

施 設 費 3,500

減 価 償 却 費 800

雑 費 1,000

（事業管理費小計） 48,800

Ⅳ そ の 他 費 用 Ⅲ そ の 他 収 益

保 証 責 任 準 備 金 600 利 子 補 給 金 0

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ） 受 取 助 成 金 7,300

求 償 権 償 却 引 当 金 ▲ 93,000 雑 収 益 0

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ）

債 務 保 証 損 失 引 当 金 10

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ）

特 別 準 備 金 10

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ）

求 償 権 償 却 費 95,000

貸 倒 引 当 金 0

繰 入 ・ 戻 入 （ ▲ ）

支 払 助 成 金 300

雑 費 用 0

（その他費用小計） 2,920 （その他収益小計） 7,300

（経常費用計） 59,820 （経常収益計） 66,400



経 常 利 益 金 6,580

（特別損益の部）  （特別損益の部）  

Ⅴ 特 別 損 失 Ⅳ 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 損 0 固 定 資 産 売 却 益 0

固 定 資 産 除 却 損 0 償 却 債 権 取 立 益 0

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0 投 資 有 価 証 券 売 却 益 0

有 価 証 券 評 価 損 0 そ の 他 特 別 利 益 0

そ の 他 特 別 損 失 0

（特別損失小計） 0 （特別利益小計） 0

費 用 合 計 59,820 収 益 合 計 66,400

共 通 費 用 配 賦 額 (            ) 共 通 収 益 配 賦 額 (            )

保 証 平 均 残 高 割 (            )

保 証 件 数 割 (            )

当 期 利 益 金 6,580

費 用 及 び 当 期 利 益 金 合 計 66,400 収 益 合 計 額 66,400

Ⅵ 役 員 名 簿 

平成 24 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏   名 所   属 

理 事 長 中  原  潤 一 郎 福岡県漁業信用基金協会 

理  事 半 田 亮 司 福岡県 

理  事 中 園 政 直 福岡市 

理  事 石 橋 貢 治 福岡市漁協 能古支所  

理  事 村 上 雄 治 福岡県信用漁業協同組合連合会 

理  事 西 村  守 有明漁業協同組合 

理  事 積  紀 幸 三里漁業協同組合 

理  事 長 澤 孝 信 宗像漁業協同組合 

理  事 古 賀 正 信 川口漁業協同組合 

理  事 柴 野 充 弘 北九州市漁業協同組合  

代表監事 門 田 孝 一 豊前海北部漁業協同組合 

監  事 岩 本 英 俊 福岡県 

監  事 丸 田 陽 一 糸島漁業協同組合  


